
 表１０ 住居の種類・住宅の所有の関係（６区分）別６５歳以上世帯員の 

     いる一般世帯数、一般世帯人員及び６５歳以上世帯人員・・・・ ２４ 

 表１１ 労働力状態（８区分）、年齢（５歳階級）、男女別１５歳以上人口 

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２５ 

 表１２ 産業（大分類）、従業上の地位（３区分）、男女別１５歳以上 

就業者数・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２９ 

 表１３ 常住地又は従業地・通学地による男女別人口・・・・・・・・・ ３２ 

 表１４ 常住地による従業・通学市町村別１５歳以上就業者数及び 

１５歳以上通学者数・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３２ 
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「令和２年国勢調査」の説明 
１．調査の時期 

  令和２年１０月１日午前零時現在 
 
２．調査の法的根拠 

  統計法（平成１９年法律第５３号）第５条第２項 
  国勢調査令（昭和５５年政令第９８号） 
  国勢調査施行規則（昭和５５年総理府令第２１号） 
  国勢調査の調査区の設定の基準等に関する総理府令（昭和５９年総理府令第２４号） 
 
３．調査の対象 

  令和２年国勢調査は、調査時において、出雲市内に常住している者について行った。ここで「常

住している者」とは、当該住居に３か月以上にわたって住んでいるか、又は住むことになっている

者をいい、３か月以上にわたって住んでいる住居又は住むことになっている住居のない者は、調査

時現在居た場所に「常住している者」とみなした。 

 

４．調査事項 

（世帯員に関する事項） 
「氏名」「男女の別」「世帯主との続き柄」「出生の年月」「配偶の関係」「国籍」｢現住居での居住

期間｣「５年前の住居の所在地｣「在学・卒業等教育の状況｣「就業状態」「所属の事業所の名称及び

事業の種類」「仕事の種類（職業）」「従業上の地位」「従業地又は通学地」「従業地又は通学地まで

の利用交通手段」 
（世帯に関する事項） 
「世帯の種類」「世帯員の数」「住居の種類」「住宅の建て方」 

 

５．調査の方法 

  出雲市を１，０８９調査区に区分し、各調査区に総務大臣から任命された調査員を配置した。 
又、調査員の指導と調査票の審査などのため指導員１２２人を配置した。 
調査員は、担当調査区の各世帯を訪問し、以下の方法により調査を行った。 

  （１）調査員は、調査種類一式（世帯がインターネット回答に利用する ID 等を記載した『イン

ターネット回答利用ガイド』及び調査票等）を、９月１４日から９月２０日までの間に担当

する調査区内の全世帯を訪問して配布する。 
  （２）世帯は、インターネットで回答するか、郵送または調査員へ提出することにより回答を行

う。 
 

６．集計方法と公表 

  データ入力、産業分類符号などの符号付けをした後、調査票の欠測値や記入内容の矛盾など

について検査し、必要な補足訂正を行った上で結果表として集計する。 
結果の公表は、インターネットを利用する方法等により行う。 

 

７．参考資料 

  「令和２年国勢調査報告－総務省統計局発行－」 
  総務省統計局ホームページ  https://www.stat.go.jp/data/kokusei/2022/index.html
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